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別表（第２条関係） 
補 助 事 業 名 感染症指定医療機関施設整備補助事業  

補 助 事 業 の 目 的 
医療機関の新興感染症への対応力を強化することにより、今後の新興感染症の発

生時に速やかに対応できる医療提供体制を構築する。 

補 助 事 業 の 
対 象 と な る 者 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第 36 条の 3 の規定に

基づき県と医療措置協定を締結する病院、診療所、薬局、訪問看護事業所の開設者

補 助 事 業 の 
対 象 と な る 経 費 

（１）病床確保に係る協定締結医療機関として必要な個室整備等に要する工事費又

は工事請負費（専用の陰圧装置、空調設備、トイレ、バス等の付属設備の整備を

含む。） 
（２）病床確保、発熱外来、又は自宅療養者等への医療の提供に係る協定締結医療

機関として必要な個人防護具保管庫の設置等に要する工事費又は工事請負費 

補 助 率 （１）２／３ 
（２）１０／１０ 

補 助 金 の 額 

 補助金の交付額は次により算出するものとする（ただし、補助金の交付は予算の

範囲内とする）。 

１ 次の表に定める基準額と対象経費の実支出額とを比較して少ない方の額を選

定する。 

 基準額 

（１）病室の感染対策に係る整備 １室当たり14,546千円 

（２）個人防護具保管施設の整備 対象面積１㎡当たり239,300円 

２（１）病室の感染対策に係る整備 

  １により選定された額と総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額と

を比較して、少ない方の額に補助率を乗じた額を補助額とする（算出された額に

1,000円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。） 

 （２）個人防護具の保管施設の整備 

  １により選定された額と総事業から寄付金その他の収入額を控除した額とを

比較して、少ない方の額を補助額とする（算出された額に1,000円未満の端数が生

じた場合には、これを切り捨てるものとする）。 

適用除外する条項  

そ の 他 の 事 項 

（１）補助事業者は、この補助金にかかる補助金の交付と対象経費を重複して、他

の補助金等の交付を受けてはならない。 

（２）本事業に関する証拠書類は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法

律施行令第 14 条第 1 項第 2 号の規定により厚生労働大臣が別に定める期間を

経過するまで、保管しておかなければならない。 

（３）補助事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物については、

（３）の規定で定める期間を経過するまで、知事の承認を受けないでこの補助

金の交付の目的に反して使用、譲渡、交換、貸付、担保提供、又は取壊を行っ

てはならない。 

（４）補助事業を行うために請負契約を締結する場合は、一括下請負の承諾をして

はならない。 

（５）その他、厚生労働省が定める「新興感染症対応力強化事業実施要綱」及び「医

療施設等施設整備費補助金交付要綱」に定める事項を順守すること。 
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別に定める事項 

関係条項 内     容 

 第３条 

（添付書類） 

 経費所要額調（様式１） 

 事業費内訳書（様式２） 

 事業計画書 （様式３－１または３－２） 

 補助対象区域の工事設計図、工事仕訳書、その他参考となるべき資料 

※ 収支予算書を省略する場合は、「補助金交付申請書 別記省略」と記載する。 

（指定期日） 

 別途通知する日 

 第７条第１項 

（軽微な経費配分の変更） 

１ 補助事業に要する経費の変更のうち、補助対象経費以外の変更 

２ 補助対象経費の変更で、補助金額に増額が生じないもの 

（軽微な事業内容の変更） 

  施設・設備の機能を著しく変更しない程度の変更 

（添付書類） 

 変更経費所要額調（様式４） 

 変更事業費内訳書（様式５） 

変更事業計画書 （様式６－１または６－２） 

補助対象区域の工事設計図、工事仕訳書、その他参考となるべき資料 

（指定期日） 

別途通知する日 

 第９条第１項 
（報告事項等） 

 必要ある時は別途通知する。 

 第１１条 

（添付書類） 

 経費所要額精算書  （様式７） 

 事業費内訳書実績報告（様式８） 

 事業実績報告書   （様式９－１または９－２） 

 補助事業完成後の施設の全景及び補助対象事業の概要を示す写真、契約書の写

し、補助事業完成後の施設の構造概要及び平面図、補助対象区域の工事設計図及

び工事仕訳書。 

※ 収支決算書を省略する場合は、「補助事業実績報告書 別記省略」と記載する。 

（指定期日） 

 事業完了後３０日以内又は翌年度４月１０日のいずれか早い日 

 第１９条第１項 

（処分制限期間） 

 補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処分制限期間（平成２０

年７月１１日厚生労働省告示第３８４号）に基づくものとする。 

 


